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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．０５～０．２０％、Ｍｎ： ０．２０％％以上、Ｓｉ：０．１～１
．０％、Ｐ：０．０２５％以下、Ｓ：０．０１０％以下、Ｃｒ：０．０５～１．０％、Ａ
ｌ：０．１０％以下、下記式（１）および（２）を満たすＭｎ若しくはＭｎ及びＴｉ、Ｍ
ｏ：０～０．５０％、Ｎｉ：０～１．５％、Ｖ：０～０．２％、Ｂ：０～０．００５％、
Ｃｕ：０～０．５％、Ｎｂ：０～０．１％、Ｃａ：０～０．０１％、Ｍｇ：０～０．０１
％、ＲＥＭ：０～０．０１％、残部がＦｅおよび不純物からなる鋼組成を有し、１０００
ＭＰａ以上の引張強度を有し、ｖＴｒｓ１００　が－４０℃以下であるエアバッグシステ
ム用鋼管。
　Ｔｉ≦０．０２％　・・・・・（１）
　０．４≦Ｍｎ＋４０×Ｔｉ≦１．２　・・・・・（２）
ただし、式（１）中の元素記号は、その元素の質量％を示す。
【請求項２】
　前記鋼組成が、質量％で、Ｍｏ：０．０５～０．５０％、Ｎｉ：０．０５～１．５％、
Ｖ：０．０１～０．２％、Ｂ：０．０００３～０．００５％のうち１種または２種以上を
含有する請求項１に記載のエアバッグシステム用鋼管。
【請求項３】
　前記鋼組成が、質量％で、Ｃｕ：０．０５～０．５％およびＮｂ：０．００３～０．１
％のうち１種または２種を含有する請求項１に記載のエアバッグシステム用鋼管。
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【請求項４】
　前記鋼組成が、質量％で、Ｃａ：０．０００３～０．０１％、Ｍｇ：０．０００３～０
．０１％およびＲＥＭ：０．０００３～０．０１％のうち１種または２種以上を含有する
請求項１に記載のエアバッグシステム用鋼管。
【請求項５】
　γ粒度が１１以上の鋼組織を有する、請求項１～４のいずれかに記載のエアバッグシス
テム用鋼管。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれかに記載の鋼組成を有する鋼から製管とその後の冷間加工を含む
方法により鋼管を成形し、その後、冷間加工した鋼管をＡｃ１変態点以上の温度に加熱を
行ってから急冷を行い、次いで、Ａｃ１変態点以下の温度で焼戻しを行うことにより引張
強度を１０００ＭＰａ以上とすることを特徴とするエアバッグシステム用鋼管の製造方法
。
【請求項７】
　冷間加工した鋼管の加熱工程における加熱温度がＡｃ３変態点以上の温度である、請求
項６に記載の方法。
【請求項８】
　加熱温度が９００～１０００℃の範囲である、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記加熱を昇温速度が１０℃／秒以上の急速加熱により行う、請求項６に記載の方法。
【請求項１０】
　加熱を高周波誘導加熱により行う、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　急冷を少なくとも８５０～５００℃の温度域が２０℃／秒以上の冷却速度となるように
行う、請求項６～１０のいずれかに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、引張強度1000 MPa以上の高強度と高靱性を兼ね備えた、エアバッグシステム
用に適した鋼管に関する。本発明はまたそのような鋼管の製造方法に関する。 本発明は
特に、薄肉鋼管について－40℃、さらには－80℃で内圧バースト試験を行っても、脆性破
面を呈さない程度の高強度と高靱性を持つエアバッグシステム用鋼管と、その製造方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車産業においては、車両の安全性を増大させる装置の導入が積極的に進めら
れている。そのような装置の１例はエアバッグシステムであり、これは衝突時に乗員がハ
ンドルやインストルメントパネルなどに衝突する前に、それらと乗員との間にガス等でエ
アバッグを展開させ、乗員の運動エネルギーを吸収して傷害軽減を図るものである。
【０００３】
  従来のエアバッグシステムは、爆発性薬品を使用してエアバッグ展開用のガスを発生さ
せるものである。しかし、エアバッグ展開速度の応答性とガス圧力の調整の要望から、鋼
管にエアバッグ展開用の高圧ガスを充填した別の種類のエアバッグシステムが開発され、
その適用が広がっている。
【０００４】
　後者の種類のエアバッグシステムは、一般にアキュムレータと呼ばれる鋼管内に展開用
ガスを高圧に保持している。衝突時にはアキュムレータ内の用ガスが一気にエアバッグ内
に噴出される。その結果、展開用の高圧ガスアキュムレータとして用いる鋼管には、極め
て短時間に大きな歪速度で応力が負荷される。このため、従来の圧力シリンダーやライン
パイプのような単なる構造物とは異なり、エアバッグシステムのアキュムレータとして使
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用される鋼管には、高い寸法精度、加工性及び溶接性が要求され、さらには高強度と優れ
た耐バースト性も要求される。
【０００５】
  アキュムレータに好適に用いられるエアバッグシステム用鋼管とその製造方法が、例え
ば、特開平10－140238号、特開平10－140249号、特開平10－140250号、特開平10－140283
号、特開平10－212549号、特開2002－294339号、特開平11－19929 号、特開2001－49343 
号、特開2002－194501号各公報に開示されている。
【０００６】
　上記の各公報に記載の技術は、いずれも高強度高靱性エアバッグシステム用鋼管を意図
するものの、引張強度として590 MPa 以上を目標としており、その実施例からも明らかな
ように、引張強度は高々947 MPa でしかないものであった。
【０００７】
　上記各公報に記載の技術でも、既存のエアバッグシステムに対しては十分な性能が得ら
れていた。しかし、自動車の軽量化指向が近年ますます強くなるに伴って、エアバッグシ
ステムにも小型・ 軽量のものが要求されるようになってきた。 従って、今日では、アキ
ュムレータ圧力の更なる高圧化や鋼管の更なる薄肉化が求められている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、高強度・高靱性のエアバッグシステム用(即ち、エアバッグシステムのアキ
ュムレータ用) として使用するのに適した鋼管を提供する。この鋼管は、上記の現状で要
求される各種特性を満たすことができる。本発明はまた、そのような鋼管の製造方法も提
供する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
  本発明者らは、高い引張強度を有し耐バースト性にも優れ、アキュムレータ圧力の高圧
化、鋼管の薄肉化に十分対応できるエアバッグシステム用鋼管を提供するには、鋼管が下
記特性を有することが必要であることを見出した。
【００１０】
  (a) 1000 MPa以上の引張強度、および
  (b) シャルピー衝撃試験において、少なくとも－40℃で100 ％延性破面、好ましくは－
60℃で100 ％延性破面、さらに好ましくは－80℃で100 ％延性破面、を示すような靱性。
【００１１】
  また、安全性の面から「耐バースト性」が良好であることも重要であり、この良好な耐
バースト性とは－40℃での静水圧による内圧バースト試験において、脆性破壊が発生せず
、また亀裂が鋼管全長にわたって進展しないことにより実証される。 このような耐バー
スト性が－80℃での内圧バースト試験でも示されることがさらに望ましい。
【００１２】
  本発明によれば、少なくとも1000 MPaの高強度と、シャルピー衝撃試験で少なくとも－
40℃で100 ％延性破面となることで実証される高靱性を兼ね備えると同時に、上記の良好
な耐バースト性も備える鋼管が、特定の鋼組成を選択することにより実用可能となる。
【００１３】
　本発明の１形態において、エアバッグシステム用 (エアバッグシステムのアキュムレー
タの形成用) に適した鋼管は、質量％で、Ｃ：0.05～0.20％、Mn： ０．２０％％以上、S
I： 0.1～1.0 ％、Ｐ：0.025 ％以下、Ｓ：0.010 ％以下、Cr：0.05～1.0 ％、Al：0.10
％以下、ならびに下記式(1) および(2) を満足するＭｎ若しくはＭｎ及びＴｉ、残部が鉄
および不純物からなる鋼組成を有する(式中、元素記号は、その元素の質量％を意味する)
 。
【００１４】
　　Ti　≦0.02％　　　　　  ・・・・・(1)
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　　0.4 ≦Mn＋40×Ti≦1.2   ・・・・・(2)
この鋼管は、1000 MPa以上の引張強度を有し、ｖＴｒｓ１００　が－４０℃以下である。
【００１５】
  上記鋼組成は、Mo：0.05～0.50％、Ni：0.05～1.5 ％、Ｖ：0.01～0.2 ％、およびＢ：
0.0003～0.005 ％のうち１種または２種以上をさらに含有していてもよい。
  この鋼組成は、Cu：0.05～0.5 ％およびNb： 0.003～0.1 ％のうち１種または２種をさ
らに含有していてもよい。
【００１６】
  この鋼組成は、Ca：0.0003～0.01％、Mg：0.0003～0.01％、および REM：0.0003～0.01
％のうち１種または２種以上をさらに含有していてもよい。
  本発明の別の形態によれば、エアバッグシステム用の鋼管の製造方法は、上記鋼組成を
有する鋼から、製管とその後の冷間加工を含む方法により所定寸法の鋼管を成形し、その
後、冷間加工された鋼管をAc1 変態点以上の温度に加熱を行ってから急冷し、次いでAc1 
変態点以下の温度で焼戻しすることを含む。
【００１７】
  この方法の好適態様では、冷間加工された鋼管をAc3 点以上、より好ましくは 900～10
00℃の範囲の温度に加熱する。この加熱は、昇温速度が10℃／秒以上の急速加熱、例えば
高周波誘導加熱、により行うことが好ましい。その後の急冷は、少なくとも 850～500 ℃
の温度域を20℃／秒以上の冷却速度で行うことが好ましい。それにより、急冷後のγ粒度
が11以上（番号が大きいほどγ粒度は微細）と細粒である組織を持つ鋼管を製造すること
ができる。そのような鋼管は、－80℃の内圧バースト試験においても著しい亀裂進展が見
られないという極めて優れた耐バースト性を示す。
【００１８】
　上に列挙した特許公報のいずれにも、上記(1) および(2) 式を満たした本発明に従った
鋼組成を有し、かつ1000 MPa以上の高強度および－40℃で100 ％延性破面という高靱性の
両特性を満足するものは開示されていない。これらの特許公報に開示されている代表的な
鋼の引張強度を (Mn＋40×Ti) の数値との関係として、図２に示す。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下に、本発明をより詳しく説明する。本明細書において鋼組成を示す「％」は特にこ
とわりがない限り、「質量％」である。
(A) 鋼の化学組成
  本発明の１形態によれば、エアバッグシステム用鋼管は、前述した特定の鋼組成を有し
、この鋼組成が下記の式(1) および(2) を満たすTiおよびMn含有量を有する：
　　Ti　≦0.02％　　　　　  ・・・・・(1)
　　0.4 ≦Mn＋40×Ti≦1.2   ・・・・・(2)
  Tiの含有量は０％でもよい。
 
 
【００２０】
  本発明に係る特定の鋼組成における各種元素の含有量の範囲を上述のように限定した理
由は次の通りである。
　Ｃ：0.05～0.20％
　炭素 (Ｃ) は、安価に鋼の強度を高めるのに有効な元素である。その含有量が0.05％未
満では所望の1000MPa以上の引張強度が得難く、一方0.20％を超えると加工性および溶接
性が低下する。 Ｃ含有量の好ましい範囲は0.08～0.20％で、より好ましい範囲は0.12～0
.17％である。
【００２１】
  Si： 0.1～1.0 ％
　ケイ素 (Si) は、脱酸作用を有するほか、鋼の焼入れ性を高めて強度を向上させる元素
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である。Siのこれらの作用を考慮して、0.1 ％以上の含有量とする。 しかし、その含有
量が1.0 ％を超えると靱性が低下する。Si含有量の好ましい範囲は 0.2～0.5 ％である。
【００２２】
　Ｐ： 0.025％以下
　リン (Ｐ) は、粒界偏析に起因する靱性低下をもたらす。特に、その含有量が0.025 ％
を超えると、靱性の低下が著しくなる。 Ｐの含有量は0.020 ％以下とするのが好ましく
、0.015 ％以下であれば一層好ましい。
【００２３】
　Ｓ： 0.010％以下
　イオウ (Ｓ) は、特に鋼管Ｔ方向、つまり鋼管の円周方向の靱性を低下させてしまう。
 特に、その含有量が0.010 ％を超えると鋼管Ｔ方向の靱性低下が著しくなる。Ｓの含有
量は0.005 ％以下とするのが好ましく、0.003 ％以下であれば一層好ましい。
【００２４】
　Cr：0.05～1.0 ％
　クロム (Cr) は、鋼の強度と靱性を高めるのに有効な元素である。その含有量が0.05％
未満では、1000 MPaの強度を得難い。しかし、その含有量が1.0 ％を超えると溶接部靱性
の低下を招く。 Cr含有量の好ましい範囲は 0.2～0.8 ％、より好ましい範囲は 0.4～0.7
 ％である。
【００２５】
　Al：0.10％以下
　アルミニウム (Al) は、脱酸作用を有し、靱性および加工性を高めるのに有効な元素で
ある。 しかし、0.10％を超えてAlを含有させると、地疵の発生が著しくなる。 Al含有量
は不純物レベルであってもよいので、その下限は特に定めないが、0.005 ％以上とするこ
とが好ましい。 Al含有量の好ましい範囲は 0.005～0.05％である。 本発明にいうAl含有
量とは、酸可溶Al (いわゆる「sol.Al」)の含有量を指す。
【００２６】
  かかる特定鋼組成を前提に、エアバッグシステム用鋼管としての靱性を確保しつつ、10
00 MPa以上の強度を得るには、MnおよびTi含有量を前記の式(1) および式(2) を満たすよ
うに調整する。
【００２７】
　Ti：０～0.02％
  チタン (Ti) は、本発明の鋼組成に添加してもしなくてもよい。添加するときは、(1) 
式を満たすように0.02％以下とする。下限は、特に規定されず、不純物レベルの場合も包
含される。
【００２８】
　Tiは、添加すれば脱酸作用を有する元素である。 さらにＮとの親和力が強く、高温でT
i窒化物として安定に存在する。 従って、熱間圧延時の結晶粒成長を抑制し靱性向上に寄
与する。 このようなTiの作用を得るには、Tiは0.003 ％以上の含有量とすることが好ま
しい。 しかし、Tiの含有量が0.02％を超えると、却って靱性が低下する。 従って、Tiを
添加する場合の含有量は 0.003～0.02％とするのがよい。
【００２９】
  Mn： 1.2％以下
  マンガン (Mn) は、脱酸作用があり、また、鋼の焼入れ性を高めて強度と靱性を向上さ
せるのに有効な元素であるので、最大1.2 ％含有させることができる。 その含有量が0.2
0％未満では十分な強度と靱性が得られないことがあるので、Mn含有量は0.20％以上とす
ることが好ましい。一方、Mn含有量が1.0 ％を超えるとMnS の粗大化が生じて、熱間圧延
時に展伸し、靱性が低下する場合がある。従って、Mnの含有量は、好ましくは0.20～1.0 
％、より好ましくは 0.4～0.8 ％である。
【００３０】
  TiとMnの含有量は上記(2) 式を満たすように調整する。 (Mn＋40×Ti) の値が0.4 ％未
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満または1.2 ％超になると、所望の高強度および／または高靱性を得ることができなくな
る。 (Mn＋40×Ti) の値は好ましくは0.6 ％以上、1.0 ％以下である。
【００３１】
　鋼の強度、耐バースト性、および／または溶接性をさらに改善したい場合には、上記の
成分に加え、場合により、Mo、Ni、Cu、Ｖ、Nb、Ｂ、Ca、MgおよびREM の１種または２種
以上を後述する範囲で本発明に係る鋼管の鋼組成に添加することができる。
【００３２】
  Mo、Ni、Ｂ、Ｖ:
  モリブデン (Mo) 、ニッケル (Ni) 、ボロン (Ｂ) およびバナジウム (Ｖ) はいずれも
焼入れ性を高める作用を有するので、任意成分としてこれらの１種または２種以上を添加
してもよい。
【００３３】
  Moにはさらに、固溶強化、析出強化により強度を高める作用もある。 これらのMoの作
用は不純物レベルの含有量であっても得られるが、より顕著にその効果を得るには、Moは
0.05％以上の含有量とすることが好ましい。 しかし、Moの含有量が0.50％を超えると、
溶接部が硬化して靱性が低下する。 従って、添加する場合のMoの含有量は0.05～0.50％
とするのがよく、より好ましくは 0.1～0.35％である。
【００３４】
　Niには更に靱性を高める作用もある。これらのNiの作用は不純物レベルの含有量であっ
ても得られるが、より顕著にその効果を得るには、Niは0.05％以上の含有量とすることが
好ましい。 しかし、Niは高価な元素であり、特にその含有量が1.5 ％を超えると、コス
ト上昇が著しくなる。 従って、添加する場合のNiの含有量は0.05～1.5 ％とするのがよ
く、より好ましくは 0.1～1.0 ％である。
【００３５】
　Ｂの焼入れ性向上作用は不純物レベルの含有量であっても得られるが、より顕著にその
効果を得るには、Ｂは0.0003％以上の含有量とすることが好ましい。 しかし、Ｂの含有
量が0.005 ％を超えると靱性が低下する。 従って、添加する場合のＢの含有量は0.0003
～0.005 ％とするのがよい。Ｂ含有量のより好ましい範囲は0.0003～0.002 ％である。
【００３６】
　Ｖにはさらに、析出強化により強度を高める作用もある。このようなＶの作用は0.01％
以上含有させると効果を発揮するが、0.2 ％を超えると靱性が低下する。 従って、添加
する場合のＶの含有量は0.01～0.2 ％とするのがよい。 Ｖ含有量のより好ましい範囲は0
.03～0.10％である。
【００３７】
  Cu、Nb:
  銅 (Cu) およびニオブ (Nb) はいずれも靱性を高める作用を有するので、これらの１種
または２種を任意成分として含有させてもよい。
【００３８】
　Cuの靱性向上作用は不純物レベルの含有量であっても得られるが、より顕著にその効果
を得るには、Cuの含有量は0.05％以上とすることが好ましく、より好ましくは0.1 ％とす
る。 しかし、Cuは鋼の熱間加工性を低下させるので、Cuを含有させる場合にはNiも含有
させて、熱間加工性を確保するのがよい。 なお、Cuの含有量が0.5 ％を超えると、Niと
複合添加させても良好な熱間加工性を確保できない場合がある。 従って、添加する場合
のCuの含有量は0.05～0.5 ％とするのがよい。
【００３９】
　Nbの靱性向上作用も不純物レベルの含有量であっても得られるが、より顕著にその効果
を得るには、Nb含有量は0.003 ％以上とすることが好ましく、より好ましくは0.005 ％以
上とする。 しかし、Nbの含有量が0.1 ％を超えると、却って靱性が低下する。 従って、
添加する場合のNbの含有量は 0.003～0.1 ％とするのがよい。より好ましいNb含有量の範
囲は 0.003～0.03％、さら一層好ましい範囲は 0.005～0.02％である。
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【００４０】
  Ca、Mg、REM:
　高強度エアバッグシステム用鋼管に、更に一層良好な耐バースト性を確保させたい場合
には、更にカルシウム (Ca) 、マグネシウム (Mg) および希土類金属元素 (REM)の１種ま
たは２種以上を任意成分として含有させてもよい。
【００４１】
  これらの元素は、いずれも靱性の異方性を改善して鋼管のＴ方向靱性を高め、これによ
って耐バースト性を一層高める作用を有する。 この効果は不純物レベルの含有量であっ
ても得られるが、より顕著にその効果を得るには、いずれの元素も0.0003％以上の含有量
とすることが好ましい。 しかし、いずれの元素も0.01％を超えて含有させると、介在物
がクラスター状になって地疵の問題が発生する。 従って、これらの元素を添加する場合
の含有量は、それぞれ0.0003～0.01％とするのがよく、より好ましくは0.0005～0.003 ％
である。
(B) 製管
　本発明においてエアバッグシステム用鋼管を得るには、上記のように化学組成を調整し
た鋼を素材として、継目無鋼管または溶接管を製造する。信頼性の観点からは継目無鋼管
が好ましい。継目無鋼管や溶接管の製管法は特に限定するものではない。
(C) 冷間加工
　上記のようにして製造された継目無鋼管または溶接管は、鋼管に所定の寸法精度、表面
性状を付与するように選択した条件下で冷間加工される。 冷間加工は、所定の寸法精度
と表面性状が得られさえすれば、その方法は問わない。有用な冷間加工の例としては、冷
間抽伸および冷間圧延が挙げられる。冷間加工の加工度も特に規定しなくてよいが、加工
度は減面率で３％以上とするのが好ましい。 冷間加工の加工力を低減する意味で、冷間
加工前に中間の軟化熱処理を加えてもよい。
(D) 熱処理
　上記(C) の冷間加工の後、鋼管には所要の引張強度を確保するとともに、Ｔ方向靱性を
高めて耐バースト性をも確保するための熱処理が施される。 鋼管に引張強度で1000 MPa
以上の高強度と、耐バースト性とを具備させるためには、Ac1 変態点以上の温度に加熱し
てから急冷し、次いで、Ac1 変態点以下の温度で焼戻しを行う。
【００４２】
　急冷前の加熱温度がAc1 変態点未満では、良好なＴ方向靱性、従って良好な耐バースト
性を確保させることができない。 上記の加熱温度はオーステナイト域であるAc3 変態点
以上の温度とすることが好ましい。
【００４３】
  高温長時間の加熱は鋼管表面に生成するスケールが多くなり、寸法精度と表面性状が低
下して、耐バースト性が低下することにつながるので、上記加熱は、所定の加熱温度に急
速加熱した後、短時間保持するものであることが好ましい。 この急速加熱は10℃／秒以
上の昇温速度で行うことが好ましい。そのような急速加熱は、例えば、高周波誘導加熱や
直接通電加熱により達成できるが、加熱手段は特に限定されるものではい。好ましい加熱
手段は高周波誘導加熱である。
【００４４】
  特に、このような短時間加熱の場合、好ましい加熱温度は 900～1000℃の範囲内であり
、最も好ましくは 900～960 ℃の範囲内である。加熱温度が900 ℃より低いと、短時間加
熱中に完全にオーステナイト化することができず、正常な組織が得られないことがある。
加熱温度が1000℃を超えると、γ粒径が粗大化して、靱性が低下することがある。
【００４５】
  Ac1 変態点以上の温度に加熱する際の加熱雰囲気は、表面スケールの発生を抑制する観
点からなるべく酸素ポテンシャルの低い環境であることが望ましく、還元性雰囲気であれ
ば更に好ましい。
【００４６】
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  Ac1 変態点以上、好ましくはAc3 変態点以上、の温度に加熱した後の冷却は、所望の10
00 MPa以上の引張強度を安定かつ確実に得るために、急冷 (具体的には850～500 ℃の温
度域において平均で５℃／秒以上の冷却速度) とする。好ましくは、この冷却速度は20℃
／秒以上とする。このような急冷は水焼入れ等により実現可能である。
【００４７】
  高周波誘導加熱により 900～1000℃の温度に急速加熱した後、 850～500 ℃の温度域に
おける冷却速度が20℃／秒以上の急冷を行うことにより、γ粒の粗大化が防止され、焼入
れ後のγ粒度 (旧オーステナイト粒の粒度、JIS G0551 に記載されているBechet-Beaujar
d 法により測定される) が粒度番号11以上の細粒であることで特徴づけられる緻密な焼入
れ組織を安定して実現することができる。そのような組織を持つ本発明の鋼管は、特に良
好な靱性を示し、－80℃での内圧バースト試験においても著しい亀裂進展のない優れた耐
バースト性を示す。
【００４８】
　急冷されて常温近傍まで冷却された鋼管は、所望の1000 MPa以上の引張強度と耐バース
ト性を付与するためにAc1 変態点以下の温度で焼戻しする。 この焼戻しではγ粒度は変
化しない。焼戻しの温度がAc1 変態点を超えると、上記特性を安定かつ確実に得ることが
困難になる。 この焼戻しは、450～700 ℃の温度域に10分以上保持することにより行うこ
とが好ましい。焼戻しの後、適宜ストレートナ等で曲がりを矯正してもよい。
【００４９】
　かくして、本発明によれば、引張強度が1000 MPa以上、シャルピー衝撃試験で－40℃以
上、好ましくは－60℃以上、さらに好ましくは－80℃以上、で100 ％延性破面を示し、－
40℃、好ましくは－80℃での内圧バースト試験において著しい亀裂進展を示さない、高靱
性を備えたエアバッグシステム用鋼管が実現可能となる。従って、本発明により、アキュ
ムレータ圧力の高圧化、鋼管の薄肉化に十分対応できる高強度エアバッグシステム用鋼管
を提供することができる。
【実施例】
【００５０】
  以下、実施例により本発明の作用効果をさらに詳しく説明する。 これらの実施例はい
かなる意味でも、制限ではなく、例示であると考えるべきものである。以下の実施例で使
用した鋼のAc1 変態点は 700～760 ℃の範囲であり、Ac3 変態点は 820～880 ℃の範囲で
あった。
【００５１】
（実施例１）
  表１に示す化学成分を有する鋼ビレットを用い、1250℃に加熱した後、通常のマンネス
マンピアサ－マンドレルミル方式による穿孔と圧延により、外径70 mm で肉厚4.1 mmの公
称寸法に熱間製管して、継目無鋼管を製造した。 次いで、前記の継目無鋼管を冷間で抽
伸加工して外径60.33 mmで肉厚3.35 mm に仕上げた。この鋼管を、次に通常のウォーキン
グビーム炉で920 ℃に10分間加熱して（昇温速度は  0.3 ℃／秒) 、水焼入れを行った後
、通常のウォーキングビーム炉 (雰囲気：大気) でAc1 変態点以下の温度で焼戻しを施し
た。このようにして、各鋼組成ごとに、焼戻し条件を変化させることによって引張強度を
変化させた３種類ずつのエアバッグシステム用鋼管を製造した。水焼入れは 850～500 ℃
の温度域での冷却速度が20℃以上となるように行った。
【００５２】
  各鋼管から一定長さを切出し、それを室温で管の長さ方向に切断して展開した。展開し
た管からそのＴ方向から採取したJIS Z 2002に規定の幅が2.5 mmのＶノッチシャルピー試
験片を用いて、シャルピー衝撃試験を行った。同じくＴ方向から採取したJIS Z 2201に規
定の11号試験片を用いて、JIS Z 2241に規定の金属材料引張試験方法に準じて引張試験を
行った。このとき得られた延性破面率100 ％を確保できる下限温度 (以下、vTrs100 とす
る) と、引張強度との関係を表２および図１に示す。
【００５３】
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  また、各鋼管から切出した250 mm長さの鋼管を用いてバースト試験を行った。この250 
mm長さの鋼管の両端を溶接して閉鎖し、－40℃の液体により加えた内圧を増大させて管を
バーストさせた。耐バースト性は、バーストさせた管のどちらかの端部まで進展した亀裂
の有無により評価した。 その結果も表２に示す。
【００５４】
  表２および図１から分かる通り、Mn含有量が高くて、(Mn+40Ti) の値が式(2) の範囲を
越えた鋼では、強度を1000 MPa以上にしようとすると、vTrs100 が－40℃より高くなる。
そのため、鋼Ａの鋼管ａ、ｂ、ｃでは－40℃で静水圧によるバースト試験において脆性亀
裂が進展し、エアバッグシステム用鋼管として不適当であった。鋼Ｂの鋼管ｄ、ｅ、ｆで
は、vTrs100 ≦－40℃を満たそうとすれば、強度を1000 MPa以上にすることができなかっ
た。一方、Mnを低減して(Mn+40Ti) の値が式(2) の範囲を下側にはずれた鋼Ｅでは、均一
な焼入れ組織が得られず、焼戻し温度を調整しても1000 MPa以上の強度が得られないばか
りか、鋼Ｂの鋼管ｄ、ｅ、ｆの強度レベルにも達しなかった。
【００５５】
  引張強度の上昇に伴ってvTrslOO が上昇する傾向が見られた。鋼種Ａでは、引張強度10
00 MPaを越えたが、vTrslOO は－40℃を大きく越えた。しかし、鋼組成が特定鋼組成の範
囲内であって、前述の式(1) および(2) を満足する鋼種ＣおよびＤの鋼管ｇ～ｌにおいて
は、引張強度1000 MPa以上の領域で、vTrs100 が－40℃を満足した。
【００５６】
（実施例２）
　表３に示す化学組成を有する鋼ビレットを用い、1250℃に加熱した後、通常のマンネス
マンピアサ－マンドレルミル方式による穿孔と熱間圧延によって、外径70 mm 、肉厚4.1 
mmに仕上げた継目無鋼管を得た。この鋼管を通常の方法で冷間抽伸加工 (冷間引抜き加工
) して、外径60.33 mm、肉厚3.35 mm に仕上げた。
【００５７】
　表３における鋼１～22は、成分が本発明で規定する条件を満たす鋼で、鋼23～27は、成
分のいずれかが本発明で規定する条件から外れた鋼である。
  冷間抽伸加工により仕上げた鋼管を、実施例１と同様に、通常のウォーキングビーム炉
で920 ℃に加熱し、その温度に10分間保持した後、水焼入れを行い、その後、通常のウォ
ーキングビーム炉で焼戻しのためAc1 点以下の温度で30分の加熱を行った。
【００５８】
　熱処理した各鋼管について引張試験、シャルピー衝撃試験及びバースト試験の各試験を
行った。
  シャルピー衝撃試験は、実施例１と同様にして、室温で展開した鋼管の周方向 (Ｔ方向
) から採取したJIS Z 2202に規定の幅が2.5 mmのＶノッチシャルピー試験片を用いて行い
、vTrslOOによって靱性を評価した。
【００５９】
　引張試験は、シャルピー試験片と同様に採取したJIS Z 2201に規定の11号試験片を用い
て、JIS Z 2241に規定の金属材料引張試験方法に準じて行った。
  内圧バースト試験では、各鋼管から250 mm長さの鋼管を５本ずつ切り出し、各250 mm長
さの鋼管の両端を溶接して閉鎖し、液体によって内圧をかけて－40℃でバーストさせた時
の亀裂の進展度合いを観察した。５本の試験において、どちらかの端部まで亀裂が進展し
た鋼管の本数で耐バースト性を評価した。
  上記各試験の結果を表４に示す。
【００６０】
（実施例３）
  熱処理条件を変更した以外は、実施例２と同様にして、表３に示す組成を有する継目無
鋼管を製造した。
【００６１】
  本実施例では、実施例２に記載したようにして穿孔、熱間圧延および冷間中心加工を行
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熱した。管の温度が920 ℃に達した後、高周波誘導加熱を５秒間保持した。その後、実施
例２と同様に水焼入れし、次いで通常のウォーキングビーム炉で焼戻しのための30分の加
熱を行った。
【００６２】
  各鋼管について、鋼のγ粒度をJIS G0551 Bechet-Beaujard 法により調べた。また、引
張強度とvTrsは実施例２と同様に測定した。内圧バースト試験は、実施例１と同様の方法
で、但し－40℃ではなく、－80℃の温度で実施し、バーストさせた鋼管におけるどちらか
の端部まで進展した亀裂の有無により評価した。 これらの結果も表４に併せて示す。
【００６３】
　表４から、本発明に従った鋼組成を有する鋼No. １～22では、実施例２のように炉加熱
によって焼入れを行った場合でも、引張強度が1000 MPa以上で、Ｔ方向のシャルピー試験
におけるvTrs100 は－40℃以下で、－40℃のバースト試験においても端部まで亀裂が進展
することはなかった。 また、実施例３のように高周波誘導加熱による急速加熱と短時間
保持により焼入れを行うと、焼入れ組織はγ粒度が11.0以上の細粒となり、一般に引張強
度がさらに向上し、vTrsが－90℃以下となることで示されるように、靱性もさらに向上し
た。その結果、－80℃でのバースト試験において亀裂進展が見られなくなった。
【００６４】
　鋼組成がMo、Ni、Ｖ、Ｂを含む場合は、そうでない場合に比べて、焼入れ性が良好なた
め、均質な焼入れ焼戻し組織が得やすく、強度と靱性バランスが優れているため靱性の低
下なしに強度をさらに高くすることが出来た。
【００６５】
  鋼組成がCu、Nb、Ca、Mg、REM を含む場合は、そうでない場合に比べて、vTrslOO がよ
り低温であり、さらに靱性が良好となった。
　鋼番号23は、Mn含有量が本発明の範囲より高く、式(2) を満足せず、靱性が低下したた
め、実施例２の炉加熱焼入れでのvTrslOO が－35℃であり耐バースト性も低下した。
【００６６】
  鋼番号24は、(Mn+40Ti) の値が式(2) を上限側ではずれており、靱性が低下したため、
実施例２の炉加熱焼入れでのvTrsが－20℃であり、耐バースト性も低下した。
  鋼番号25は(Mn+40Ti) の値が式(2) を下限側ではずれており、焼戻し温度の調整によっ
ても引張強度1000 MPaを得ることが出来なかった。
【００６７】
  鋼番号26は、Cr含有量が本発明の範囲より高く、溶接部靱性が低下したため、実施例２
の炉加熱焼入れでのvTrsが－20℃であり、耐バースト性が低下した。
　試験番号27では、Cr含有量が本発明の範囲より低く、焼入れ性が低下したため、不均一
な組織になってしまい、焼戻し温度の調整によっても1000 MPaを得ることができず、また
耐バースト性も満足しなかった。
【００６８】
  以上の比較例の鋼では、実施例３のように高周波誘導加熱により焼入れを行っても、vT
rsが－80℃以下とはならず、－80℃でのバースト試験では亀裂進展が見られた。
  図２には、本発明と従来技術とを比較するため、本発明での実施例および前述の特許文
献に示す公開公報の中で特定鋼組成の範囲を満足した実施例における式(2) における(Mn+
40Ti) の値と引張強度との関係を示した。図２から分かるように、式(2) を満足すること
により強度1000 MPa超級まで高めることができる。
【００６９】
  以上に本発明を好適態様について説明したが、それらは単に例示に過ぎず、本発明を制
限するものではない。本発明の範囲から逸脱せずに以上に説明した態様について各種の変
更をなすことができることは当業者には当然理解されよう。
【００７０】
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【表２】

【００７２】
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【表４】

【図面の簡単な説明】
【００７４】
【図１】鋼管の周方向の引張強度とvTrs100 との関係を示すグラフ。
【図２】図２は、本発明および上記特許公報の実施例に開示された鋼の (Mn＋40×Ti) の
数値と鋼管の周方向の引張強度との関係を示すグラフ。
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